
 

- 9 - 

又は納税通

知書送付先

Ⅲ 償却資産申告書の記載方法 

    令和５年度分の申告をされた方には、その申告内容を基に、年度、資産の所在する区名、所有

者の住所、氏名、主たる事業所等資産の所在地を印字していますので、変更がある場合には、修

正してください。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
（注）デジタル手続法の施行日（令和２年５月２５日）時点で交付 

されている通知カードは、氏名、住所等の記載事項に変更がない 

場合又は正しく変更手続きがとられている場合に限り、利用でき  

ます。 

＜１ 住所＞ 
 住所(又は納税通知書送付先)及び電話番号を正確に

記載し、ふりがなを付してください。 

 また、ビル等に入居している場合は、ビル等の名称、

階数及び部屋番号を記載してください。 

＜日付、区分＞  
申告書を提出する年月日と資産が所在す

る区を記載してください。 

※申告書は、資産が所在する区ごとに作成

してください。 

＜２ 氏名＞ 
 氏名（法人の場合は法人名称及び代表者名）を記載し

てください(令和４年度から押印は不要となりました。）。 

 資産を共有されている場合は、「代表者名外〇名」とい

う共有名義で記載してください。併せて、共有者全員の

氏名（法人名）、住所（法人所在地）、持分割合を、右下

の「18 備考」に記載してください。 

また、屋号があれば必ず記載してください。 

 

＜３ 個人番号又は法人番号＞ 
個人番号又は法人番号を記載してくださ

い（個人番号(12 桁)を記載する場合は、先頭

の１マスを空欄にして、右詰めで記載してく

ださい。）。 

個人の場合には、次のいずれかの書類の添

付をお願いします（法人の場合には、書類の

添付は不要です。）。 

・個人番号カードの写し（両面） 

・通知カード(注)の写し及び免許証などの

写真付身分証明書の写し 

＜(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾄ)＞ 
 記載する必要はありません。 

 ただし、電算処理により全資産申告を行う場合は、種

類別に記載してください。なお、この場合、資産の種類

ごとの資産件数を記載していただきますようお願いい

たします。 

＜取得価額＞ 
(ｲ) 前年前（令和５年１月１日以前）に取得した資産

の取得価額の合計額を資産の種類別に記載してくだ

さい。 

(ﾛ) 前年中（令和５年１月２日から令和６年１月１日

まで）に減少した資産の取得価額の合計額を資産の

種類別に記載してください。 

   増減資産申告の場合、この欄の合計額は種類別明

細書(減少資産用)の取得価額の合計と同じです。 

(ﾊ) 前年中（令和５年１月２日から令和６年１月１日

まで）に取得した資産の取得価額の合計額を資産の

種類別に記載してください。 

   増減資産申告の場合、この欄の合計額は種類別明

細書(増加資産用)の取得価額の合計と同じです。 

(ﾆ) ＜(ｲ)前年前に取得したもの＞－＜(ﾛ)前年中に減

少したもの＞＋＜(ﾊ)前年中に取得したもの＞によ

って算出した、取得価額の合計額を資産の種類別に

記載してください。 
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 事業種目

（資本金等の額）

5  事業開始年月日

 税理士等の氏名

　　（電話　　　　　　　　）

3

4

6

7

　パン製造業

　　　（　　　10　　　　百万円　　）

　昭和 52　 年　　10　　　月

 この申告に応答する

 者の係及び氏名

 経理課　広島　花子
　　（電話　　082-504-2127　）

 個人番号又

 は法人番号

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜６ この申告に応答する者の係及び

氏名＞ 
 申告書の内容について問合せ先となる方

の所属、氏名及び電話番号を記載してくだ

さい。 

なお、＜７ 税理士等の氏名＞が問合せ

先となる場合は、７と同じ氏名を記載して

ください。 

＜８～14 短縮耐用年数の承認等＞ 
 各項目の有無等について、該当する方を○で囲

んでください。 

 なお、＜８ 短縮耐用年数の承認＞で「有」に

該当する場合は、「耐用年数の短縮の承認通知書」

の写しを、＜９ 増加償却の届出＞で「有」に該

当する場合は、「届出書」の写しをそれぞれ添付

してください。 

 また、＜10 非課税該当資産＞で「有」に該当

する場合は、非課税に該当する資産の価額等は、

この申告に含めないでください。  

＜15 市(区)町村内における事業所等資産

の所在地＞ 
 資産が所在する区内における事業所等資産の

所在地(住居表示)を記載してください。 

 また、同一区内に２以上の事業所等資産の所在

地がある場合には、それぞれの所在地名を記載

し、その主たる番号を○で囲んでください。 

＜16 借用資産＞ 
リース資産等の借用資産の有無について、該当

する方を○で囲んでください。 

なお、借用資産がある場合には、貸主の名称等

を記載してください。 

＜17 事業所用家屋の所有区分＞ 

 事業所用家屋の所有区分について、該当する方

を○で囲んでください。 

 それぞれに該当する場合は、＜15 市（区）町

村内における事業所等資産の所在地＞欄の該当

番号を記載してください。 

＜所有者コード＞ 
 記載する必要はありません。 

＜５ 事業開始年月＞ 
 個人の場合は事業を開始した年月、法人

の場合は設立年月を記載してください。 

＜７ 税理士等の氏名＞ 
 経理を委託している税理士等の氏名及び

電話番号を記載してください。 

＜18 備考＞ 
次のような事項を記載してください。 

① 添付した種類別明細書の枚数 

② ｢耐用年数の短縮の承認通知書の写し」、｢増

加償却の届出書の写し｣等添付した書類の名称 

③ 非課税又は課税標準の特例に該当する資産

を所有している場合は、その適用条項 

④ 前年中に所有者の住所、氏名又は名称等に異

動があった場合は、異動事由、異動年月日、旧

住所、旧氏名又は旧名称等参考になる事項 

⑤ 合併があった場合は、合併日、合併法人名、

被合併法人名等 

⑥ 資産を共有されている場合は、共有者全員の

氏名（法人名）、住所（法人所在地）、持分割合 

⑦ 納税管理人を定めている場合は、その方の住

所、氏名 

⑧ 前年中に資産の増減がなかった場合は、｢増

減なし｣ 

⑨ その他、この申告に必要な事項及び資産の評

価について参考となるべき事項 

  なお、資産を所有されていない方は、｢該

当資産なし｣等の付記をお願いします。 

件数 

＜４ 事業種目＞ 
 事業の種目を具体的に記載してください

(例えば、ミシン製造業、自動車販売業等)。 

 なお、２以上の事業を行う場合には、主

たる事業種目を記載してください。 

 また、法人にあっては、資本金又は出資

金等の金額も記載してください。 
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